
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

内航海運の現状等について

令和６年６月

国土交通省海事局

資料４



内航貨物輸送量の推移

◼内航海運は、国内貨物輸送全体の約４割、産業基礎物資輸送の約８割を担い、我が国の国民
生活と経済活動を支える必要不可欠なライフライン。

◼内航貨物輸送量は、2009年度にリーマンショックの影響で急激に減少した以降はほぼ横ばいで推移
していたが、2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響により大きく減少し、その後は少しずつ回復
傾向が見られるものの、取扱貨物量はコロナ前の９割程度に留まっている。
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内航海運の概況
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大手石油メーカーの製油所の状況
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◼ 近年、製油所の統廃合が進んでいるところ。 ＪＸＴＧエネルギー（株）
室蘭製油所

（2014年精製停止）

日本海石油（株）
富山製油所

（2009年精製廃止）

帝石トッピング・プラント（株）

頸城製油所
（2012年精製停止）

出光興産（株）
徳山製油所

（2014年精製停止）

南西石油（株）
西原製油所

（2015年精製停止）

コスモ石油（株）
坂出製油所

（2013年精製停止）

※2023年１0月時点 石油連盟「製油所の
所在地と原油処理能力」を参考に作成

※ENEOS㈱と中国石油国
際事業日本株との合弁会社

日本海石油（株）
富山製油所

（2009年精製停止）

ENEOS（株）
和歌山製油所

（2023年精製停止）
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石油製品の平均輸送距離

◼ 全国各地の製油所の閉鎖に伴い、石油製品の平均輸送距離は増加傾向。
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内航海運の構造的課題

＜荷主業界＞

◼ 業種毎に３社程度であり、寡占化が進む。

例：鉄鋼（日本製鉄、JFEスチール、神戸製鋼所）

石油（ENEOS・出光興産・コスモ石油）

オペレーター
（運送事業者）

1,467者

貨物の運送

荷主

オーナー（船舶所有者）
1,345者

輸送依頼

専
属
化 

・ 

系
列
化
が
進
展 輸送手段の提供※

＜内航海運業界＞

◼ 99.7％が中小企業で事業基盤が脆弱。

◼ 保有隻数１隻のみのいわゆる一杯船主
が、オーナーの60％以上を占める。

◼ 荷主よりも弱い立場ゆえ、一方的に運
賃等を提示される事業者も多く、収益
性が低い。

※ 船舶を所有及び管理（船員雇用・配乗、船舶保守等）する。

○ 内航海運の市場構造は、寡占化された荷主企業・オペレーター・オーナーの専属化・系列化が進展しており、さらに、事業
者の９９．７％は中小企業で事業基盤が脆弱。また、オーナーの中でも保有隻数１隻のいわゆる一杯船主の割合が６０％以
上を占めている。

○ 内航船員は50歳以上が約5割を占めているが、近年、若年船員が増加傾向。今後、生産年齢人口の減少が見込まれてお
り、船員の確保・育成と働き方改革により定着を図ることが課題。
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⇒ 内航海運業の経営力の向上を図るため、
・荷主等との取引環境の改善
・船舶管理の効率化等による生産性の向上
 を促すことが必要。
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「安定・効率輸送協議会」の設置目的

➢ 本協議会 ：平成３０年２月１３日（第１回）

➢ 石油製品部会 ：平成３０年２月２２日（第１回）
         令和５年１１月１７日（第２回）

➢ 石油化学製品部会：平成３０年２月２６日（第１回）
令和５年１０月２６日（第２回）
令和６年３月２７日 （第３回）

➢ 鉄鋼部会 ：平成３０年２月２８日（第１回）
   令和５年１２月１２日（第２回）

◼荷主業界と内航海運業界との連携強化を目的に、荷主企業と内航海運事業者と
の間で内航輸送に関する課題等を共有し、中長期的視野に立ってその改善策等
に取り組んでいく場として、平成30年2月に設置。

◼荷主企業、内航海運事業者、行政から構成される本協議会の下に産業基礎物資
の輸送品目毎に３つの部会（鉄鋼部会、石油製品部会及び石油化学製品部会）
を設置。

◼構成員は、以下の通り。
✓ 荷主企業（日本鉄鋼連盟、石油連盟及び石油化学工業協会）
✓ 内航海運業者 （日本内航海運組合総連合会及び傘下５組合）
✓ 行政（国土交通省、経済産業省（オブザーバー））

過去の開催実績

➢ ３部会合同会合  ：令和元年５月３０日   （第１回）
：令和３年１２月２２日（第２回）

            ：令和４年３月４日 （第３回）
            ：令和４年１２月２１日（第４回）

                  ：令和５年２月１日 （第５回）
：令和５年６月３０日 （第６回）
：令和６年６月１３日 （第７回）
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名称 安定・効率輸送協議会

構
成
員

荷主
日本鉄鋼連盟
石油連盟
石油化学工業協会

内航海運

日本内航海運組合総連合会
内航大型船輸送海運組合
全国海運組合連合会
全国内航タンカー海運組合
全国内航輸送海運組合
全日本内航船主海運組合

行政

国土交通省海事局
経済産業省製造産業局金属課(ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ）
経済産業省製造産業局素材産業課(ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ）
資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課(ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ）

名称 鉄鋼部会 石油製品部会 石油化学製品部会

構
成
員

荷主
日本鉄鋼連盟

製品物流小委員会メンバー
石油連盟

海運専門委員会メンバー
石油化学工業協会

 内航ケミカル船ＷＧメンバー

内航海運

内航大型船輸送海運組合
全国海運組合連合会
全国内航輸送海運組合
全日本内航船主海運組合

全国内航タンカー海運組合 全国内航タンカー海運組合

行政
国土交通省海事局内航課
経済産業省製造産業局

金属課（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ）

国土交通省海事局内航課
資源エネルギー庁資源・燃料部

石油精製備蓄課（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ）

国土交通省海事局内航課
経済産業省製造産業局

素材産業課（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ）

「安定・効率輸送協議会」の構成
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安定・効率輸送協議会に係る各個別部会＜石油製品部会＞での議論①
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安定・効率輸送協議会に係る各個別部会＜石油製品部会＞での議論②
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